
和光市 報道発表資料 令和５年１２月２０日

タ イ ト ル 家屋における都市計画税課税誤りについて

い つ

実施日時・工期
令和５年１２月１８日

ど こ で

会場・開催地等
和光市役所 総務部 課税課

だ れ が

主催者・関係者
固定資産税及び都市計画税の納税義務者

な に を

事業内容など

市街化調整区域には課せられない家屋の都市計画税に

ついて、課税徴収していたことが判明いたしました。

対象件数 １５件

対象年度 平成１６年度から令和５年度まで

な ぜ

目的・理由

土地及び家屋における都市計画税は、都市計画において

市街化区域に定められた区域にのみ課税されます。

しかしながら本件では、都市計画税の課税を市街化調整

区域の家屋に対して行っていたため、税額の誤りが生じた

ものであります。

ど う し た

経緯・経過

対象者への説明及び過納金の還付手続については、法令

等に従い、速やかに進めていきます。また、本件を受けて、

適正な家屋評価を行うべく、職員への法令等解釈の周知徹

底を図っていきます。

金 額 還付金額 ３，７９３，２２６円（還付加算金加算前）



そ の 他

問い合わせ先

担 当 課

課 名 和光市 総務部 課税課

氏 名 白 川 将 実

電 話 ０４８－４６４－１１１１（内線２２６３）


